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LGBTとアライのための法律家ネットワーク

理事 藤 田 直介

理事 稲 場 弘樹

LGBTと企業ー職場の作り方、関わり方
「会社が取り組むべき理由」(法務編）



講師プロフィール
• LGBTとアライのための法律家ネットワーク共同代表理事
• 1985年早稲田大学法学部卒
• 1987年弁護士登録（39期）
• 国内法律事務所・米系法律事務所を経て
• 2009年3月ゴールドマン・サックス証券株式会社法務部

部長
• 2015年5月部下のカミングアウトをきっかけとしてLGBT支

援活動への取り組みを開始

• LGBTとアライのための法律家ネットワーク理事

• 京都大学法学部卒、米国ニューヨーク大学ロースクール
法学修士

• 国内金融機関、外資系金融機関を経て
• 2002年4月ゴールドマン・サックス証券株式会社、シニ

ア・カウンセル、ヴァイス・プレジゼント。同社LGBT
ネットワーク共同代表。

• 2015年5月カミングアウトし精力的にLGBT支援活動に取
り組む



本日の概要

1. 基本的な視点

2. 企業が取り組むべき理由

3. 安全な職場環境の構築

4. 適切なリスク管理のために



基本的な視点



LGBTに関する職場の意識調査
「LGBT」に関するハラスメントを経験したこと、または、見聞き
したことはありますか？

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
杉田水脈　自民党　衆議院議員　細田派
　7月21日付日刊ゲンダイで憲法学者の小林節氏は、杉田議員は＜「人権」論の本質が分かっていない＞と喝破し、このように語っている。�＜人間は皆、先天的に「それぞれ」に個性的な存在であるが、それをお互いに許容し合う温かい心こそが人権論の土台である。�　だから、自分とは異質な者を内心では見下しておきながら、それを単なる「区別」だと言い張り、その上で「優先順位が低い」という見下し発言をして恥じない者が権力側にいては、いけないのである＞
旧ソ連崩壊後、弱体化したと思われていたコミンテルンは息を吹き返しつつあります。その活動の温床になっているのが日本であり、彼らの一番のターゲットが日本なのです。　これまでも、夫婦別姓、ジェンダーフリー、LGBT支援-などの考えを広め、日本の一番コアな部分である「家族」を崩壊させようと仕掛けてきました。今回の保育所問題もその一環ではないでしょうか。(産経ニュース）




LGBTに関する職場の意識調査
「LGBT」に関する差別的な取り扱い（解雇・降格・配置変更な
ど）を経験したこと、または、見聞きしたことはありますか？

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
杉田水脈　自民党　衆議院議員　細田派
　7月21日付日刊ゲンダイで憲法学者の小林節氏は、杉田議員は＜「人権」論の本質が分かっていない＞と喝破し、このように語っている。�＜人間は皆、先天的に「それぞれ」に個性的な存在であるが、それをお互いに許容し合う温かい心こそが人権論の土台である。�　だから、自分とは異質な者を内心では見下しておきながら、それを単なる「区別」だと言い張り、その上で「優先順位が低い」という見下し発言をして恥じない者が権力側にいては、いけないのである＞
旧ソ連崩壊後、弱体化したと思われていたコミンテルンは息を吹き返しつつあります。その活動の温床になっているのが日本であり、彼らの一番のターゲットが日本なのです。　これまでも、夫婦別姓、ジェンダーフリー、LGBT支援-などの考えを広め、日本の一番コアな部分である「家族」を崩壊させようと仕掛けてきました。今回の保育所問題もその一環ではないでしょうか。(産経ニュース）




「LGBT」支援の度が過ぎる

LGBTだからといって

そんなに差別されて
いるものでしょう

か？

LGBTのカップルのために税金を使う

ことに賛同が得られるものでしょう
か。彼ら彼女らは子供を作らない、
つまり「生産性」がないのです。

トランスジェン
ダーは「性同一性
障害」という障害
なので。。。

LGBは、性的嗜好の話です。

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
杉田水脈　自民党　衆議院議員　細田派
　7月21日付日刊ゲンダイで憲法学者の小林節氏は、杉田議員は＜「人権」論の本質が分かっていない＞と喝破し、このように語っている。�＜人間は皆、先天的に「それぞれ」に個性的な存在であるが、それをお互いに許容し合う温かい心こそが人権論の土台である。�　だから、自分とは異質な者を内心では見下しておきながら、それを単なる「区別」だと言い張り、その上で「優先順位が低い」という見下し発言をして恥じない者が権力側にいては、いけないのである＞
旧ソ連崩壊後、弱体化したと思われていたコミンテルンは息を吹き返しつつあります。その活動の温床になっているのが日本であり、彼らの一番のターゲットが日本なのです。　これまでも、夫婦別姓、ジェンダーフリー、LGBT支援-などの考えを広め、日本の一番コアな部分である「家族」を崩壊させようと仕掛けてきました。今回の保育所問題もその一環ではないでしょうか。(産経ニュース）




どうして困難に直面しているのか？

無理解・無知

社会・文化・法制度
（男女二元論・異性愛主義）

偏見・差別



企業が取り組むべき理由



経団連【2017年5月】
ダイバーシティ・インクルージョン社会の実現に向けて

• 幅広いプールからの人材獲得と退職の抑制

• 働きやすい社内環境の整備による生産性の向上

• 自社のブランド価値向上

• 法的リスク回避と人権保護

• ビジネス拡大



安全な職場環境の構築



大事な前提

• 企業はLGBT当事者のために安全な職場

環境を構築するのはオプションではな
く義務である

• ハラスメントのない職場

• ハラスメントは人格権を侵害する行為
である



男女雇用機会均等法
第十一条 事業主は、職場において行われる性的な言動に対するその雇用
する労働者の対応により当該労働者がその労働条件につき不利益を受け、
又は当該性的な言動により当該労働者の就業環境が害されることのないよ
う、当該労働者からの相談に応じ、適切に対応するために必要な体制の整
備その他の雇用管理上必要な措置を講じなければならない。
２ 厚生労働大臣は、前項の規定に基づき事業主が講ずべき措置に関して、
その適切かつ有効な実施を図るために必要な指針（次項において「指針」
という。）を定めるものとする。

• 対価型セクシュアルハラスメント
• 環境型セクシュアルハラスメント

• 雇用管理指針



SOGIハラスメント

12. 職場における性的指向や性自認に関するいじめ・嫌がらせ等に関し、男女雇用
機会均等法第 11 条及び同条に基づく「事業主が職場における性的な言動に起因す

る問題に関して雇用管理上講ずべき措置についての指針」において、性的指向・性
自認に関するいじめ・嫌がらせ等であっても同条および同指針におけるセクシュア
ルハラスメントに該当するという解釈をすみやかに通達等の手段により明確化する
こと。同指針については、必要な手続きを経た上で、遅滞なく上記趣旨が明示的に
記載されるよう改正を行うこと。

自民党「性的指向・性自認の多様なあり方を受容する社会を目指すため
のわが党の基本的な考え方」2016年5月24日

（2017年1月）



違反すると。。。

 男女雇用機会均等法に基づく措置
 都道府県労働局長に対する援助の申立て→助言・指導・

勧告
 機会均等調停会議による調停の申立て
 事業主に対する報告徴収→助言・指導・勧告
 勧告違反に対する公表措置

 民事上の責任
 行為者の損害賠償責任-不法行為責任（民法709条）

 安全配慮・職場環境配慮義務違反に基づく責任（民法
415条・労働契約法5条）

 使用者責任（民法715条）・取締役に対する損害賠償請
求（会社法429条1項）

 労災請求(労働者災害補償保険法に基づく請求）



男女雇用機会均等法に基づく措置

援助（第17条） 調停（第19条以下）

• 企業に対する報告の徴
収・助言・指導・勧告
（第29条）

• （勧告に従わなかった企
業の）公表（第30条）



民事上の責任
会社

• 使用者責任（民法715条）

• 安全・職場環境配慮義務違反（労働契約法5条・
民法415条）

取締役・上司

• 不法行為責任（民法709条）

• 取締役の賠償責任（会社法第429条第1項）

行為者

• 不法行為責任（民法709条）

この写真の作成者不明な作成者は CC BY-NC-SA のライセンスを許諾されています

http://naokis.doorblog.jp/archives/reporting_is_unnecessary.html
https://creativecommons.org/licenses/by-nc-sa/4.0/


労災請求



労災請求



雇用管理指針

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
バックグラウンドとしての自民党特命委員会



厚生労働省モデル就業規則
【2018年1月31日改正】

第１２条（職場のパワーハラスメントの禁止）
第１３条（セクシュアルハラスメントの禁止）

第１４条（妊娠・出産・育児休業・介護休業等に関するハラスメント
の禁止）
第１５条（その他あらゆるハラスメントの禁止）

（その他あらゆるハラスメントの禁止）
第１５条 第１２条から前条までに規定するもののほか、性的指向・性自

認に関する言動によるものなど職場におけるあらゆるハラスメントによ
り、他の労働者の就業環境を害するようなことをしてはならない。

【第１５条 その他あらゆるハラスメントの禁止】 恋愛感情又は性的感
情の対象となる性別についての指向のことを「性的指向」、自己の

性別についての認識のことを「性自認」といいます。性的指向や性自認
への理解を深め、差別的言動や嫌がらせ（ハラスメント）が起こらない
ようにすることが重要です。

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
バックグラウンドとしての自民党特命委員会



適切なリスク管理のために



S社(性同一性障害者)解雇事件
何が起きたのか？

1997年 入社 調査部勤務

2000年 性同一性障害の診断・カウンセリングを受け始める

2001年 家庭裁判所で女性名への改名が認められる

2002年1月 製作部製作課への配置転換の内示
以下の申し出を行う
① 女性の服装で勤務
② 女性用トイレの使用
③ 女性更衣室の使用

2002年2月 申出拒否・配転命令→①配転拒否・②辞令破棄
③出社拒否

3月 ⑤出社（女性の服装・化粧）
禁止命令・自宅待機
懲戒処分の通知・弁明

4月 聴聞手続
懲戒解雇

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
解雇事由①　配転拒否
解雇事由②　配転命令辞令の破棄　情状重い・改悛の情のないときに該当しない
解雇事由③　事務引継ぎ義務違反（就業規則）情状重い・改悛の情の無い時に該当しない
解雇事由④　業務時間中のHPの書き込み（職務誠実遂行義務、会社物品私的利用）情状重い・改悛の情のないときに該当しない　OR 故意または重大な過失により、著しく会社の名誉及び信用を毀損に該当しない
解雇事由⑤　服務命令違反



S社(性同一性障害者)解雇事件
何が起きたのか？【裁判所はどう考えたのか」

2002年1月 製作部製作課への配置転換の内示
以下の申し出を行う
① 女性の服装で勤務
② 女性用トイレの使用
③ 女性更衣室の使用

2002年2月 申出拒否・配転命令→①配転拒否・②辞令破棄
③出社拒否

3月 ⑤出社（女性の服装・化粧）
禁止命令・自宅待機
懲戒処分の通知・弁明

4月 聴聞手続
懲戒解雇

「申出に対応せず、対応しない具体的
な理由も説明していない」

「性同一性障害に関する事情を理解
し、申出に関する意向を反映しよう
とする姿勢を有していない」

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
解雇事由①　配転拒否
解雇事由②　配転命令辞令の破棄　情状重い・改悛の情のないときに該当しない
解雇事由③　事務引継ぎ義務違反（就業規則）情状重い・改悛の情の無い時に該当しない
解雇事由④　業務時間中のHPの書き込み（職務誠実遂行義務、会社物品私的利用）情状重い・改悛の情のないときに該当しない　OR 故意または重大な過失により、著しく会社の名誉及び信用を毀損に該当しない
解雇事由⑤　服務命令違反



S社(性同一性障害者)解雇事件
配転拒否（正当な理由の有無）について

“債務者が債権者に対し，本件申出を受けた１月２２日からこれを承認しないと回答
した２月１４日までの間に，本件申出について何らかの対応をしたこと，上記回答を
した際にその具体的な理由を説明したことについては，いずれも認めるに足りる疎明
がなく，債権者の性同一性障害に関する事情に照らすと，債権者が，債務者のこのよ
うな対応について強い不満を持ち，本件配転命令を拒否するに至ったのもそれなりの
理由があるといえる。以上を総合すると，債権者による本件配転命令の拒否が，懲戒
解雇に相当するほど重大かつ悪質な企業秩序違反であるということはできない。”

申出について何らかの対応をしたこと，上記回答をした際にその具体的
な理由を説明していない！

配転命令を拒否するに至ったのもそれなりの理由がある

配転命令の拒否が，懲戒解雇に相当するほど重大かつ悪質な企業秩序違
反であるということはできない

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
解雇事由①　配転拒否
解雇事由②　配転命令辞令の破棄　情状重い・改悛の情のないときに該当しない
解雇事由③　事務引継ぎ義務違反（就業規則）情状重い・改悛の情の無い時に該当しない
解雇事由④　業務時間中のHPの書き込み（職務誠実遂行義務、会社物品私的利用）情状重い・改悛の情のないときに該当しない　OR 故意または重大な過失により、著しく会社の名誉及び信用を毀損に該当しない
解雇事由⑤　服務命令違反



S社(性同一性障害者)解雇事件
服務命令違反（女性の服装での出勤）について

性同一性障害（性転換症）として，精神的，肉体的に女性として行動すること
を強く求めており，他者から男性としての行動を要求され又は女性としての行
動を抑制されると，多大な精神的苦痛を被る状態にあった女性の容姿をして就
労することを認め，これに伴う配慮をしてほしいと求めることは，相応の理由
がある

社員が抱いた違和感及び嫌悪感は，上記事情を認識し，理解するよう図ることに
より，時間の経過も相まって緩和する余地が十分ある

取引先や顧客が抱き又は抱くおそれのある違和感及び嫌悪感については、業務遂
行上著しい支障を来すおそれがあるとはいえない

申出について何らかの対応をし，また，この回答をした際にその具体的理由を説
明しようとしたとは認められない上、性同一性障害に関する事情を理解し，申出
に関する債権者の意向を反映しようとする姿勢を有していない

業務内容、就労環境等について、適切な配慮をした場合、女性の容姿をした債権
者を就労させることが，債務者における企業秩序又は業務遂行において，著しい
支障を来すとは認められない

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
解雇事由①　配転拒否
解雇事由②　配転命令辞令の破棄　情状重い・改悛の情のないときに該当しない
解雇事由③　事務引継ぎ義務違反（就業規則）情状重い・改悛の情の無い時に該当しない
解雇事由④　業務時間中のHPの書き込み（職務誠実遂行義務、会社物品私的利用）情状重い・改悛の情のないときに該当しない　OR 故意または重大な過失により、著しく会社の名誉及び信用を毀損に該当しない
解雇事由⑤　服務命令違反



リスク管理のポイント

本人の意向の尊重

合理的な配慮

安全な職場環境の構築

能力主義の徹底



東 由紀
2018年9月1日

LGBTと企業ー職場の作り方、関わり方



1

東 由紀 Yuki Higashi

 アメリカ東海岸で高校、大学を卒業
 帰国してBloomberg L.P.へ入社
 リーマン・ブラザーズの債券リサーチ部門にリサーチ・マーケティング担当として転職
 野村證券株式会社へ移籍、グローバル・リサーチ部門を経て、人材開発部へ異動
ホールセール部門の人材開発、評価昇格、ダイバーシティ＆インクルーションを統括

 現在はアクセンチュア株式会社の人事部門において、人材開発

業務のかたわら、2010年からLGBT社員ネットワークのリーダーを勤める。
「Ally（アライ）」という言葉に出会い、当事者でなくてもできることがあると気づく
LGBTの人たちが働きにくい環境を作っているのは、私たち非当事者の誤解や偏見、無知。
社内でアライを増やす『アライになろう！』という取り組みを開始した。



2

企業におけるLGBT施策



3

企業がLGBT支援施策に取り組む目的

•幅広いプールからの人材獲得と退職の抑制人材獲得

•個々の能力を最大限発揮できる職場環境能力発揮

•人権侵害による訴訟等のリスク回避リスク回避

•先進的な取企業としてのブランディング価値向上価値向上

• LGBTを対象とした商品やサービスの提供ビジネス

参考資料：経団連 「ダイバーシティ・インクルージョン社会の実現に向けて」（ 2017.5 ）



4

企業におけるLGBT支援施策

職場環境

研修

人権規程

社員ネットワーク

制度

性的指向と性自認を明記、ハラスメントの防止

職場にアライを増やす施策、社外イベントへの参画

ダイバーシティ/ハラスメント研修、LGBT/アライ
研修を人事、組織責任者、全社員の順に実施、

同性パートナーを配偶者と同等とする福利厚生制度の拡大、
性別移行をサポートするガイドライン/制度整備

性別を問わないトイレの設置、男女表記の見直し、
相談窓口の設置、アライマークの掲示



先進企業の取り組み：LGBTアライの育成と可視化
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ＬＧＢＴへの理解促進に向け、社内各層への研修や、勉強会を開催

具体例
 「ＬＧＢＴアライになろう！」をテーマに、社員が自主的に情報発信や啓発イベントを企
画・運営。ＬＧＢＴの当事者を招いたスピーカー・イベントや、「アライになろう！」パ
ンフレットやＬＧＢＴ関連資料の展示、また啓蒙ポスターを掲示し、理解を広める「ＬＧ
ＢＴウィーク」を毎年開催

 役員会議や営業部門のエリアマネージャー向け研修、新入社員・中途採用社員の導入研修、
および新任の管理職研修で実施するダイバーシティ研修において、LGBTの理解を促進し、
会社の取り組みを紹介

 LGBTの理解者、アライであることを
表明するステッカーを作成し、研修や
イベントなどで配布

参考資料：経団連 「ダイバーシティ・インクルージョン社会の実現に向けて」（ 2017.5 ）



企業のLGBT施策を評価するPRIDE指標

6

５つの指標で取り組みを評価：
Policy: 行動宣言
Representation:当事者コミュニティ
Inspiration:啓発活動
Development:人事制度、プログラム
Engagement/Empowerment:社会貢献・渉外活動

2016年
82社

2017年
110社

参考資料：work with Pride 「PRIDE指標 2017 レポート」（2017）
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経団連が企業のLGBT施策について提言書を公表

あらゆる人材が能力を最大限発揮でき
る環境を醸成することで、ダイバーシ
ティ＆インクルージョンを企業活力に。

経済界として初めて、ダイバーシ
ティ・インクルージョン社会を実現す
る上で重要なファクターの一つである
LGBT（性的マイノリティ）に焦点を当
て、適切な理解・知識の共有と、その
認識・受容に向けた取り組みを推進す
べく提言

参考資料：経団連 「ダイバーシティ・インクルージョン社会の実現に向けて」（ 2017.5 ）
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同性愛や身体の性別と性自認の不一致は、「一過性のもの」
「趣味の問題」「病気」「性癖」ではなく、本人の意思で変えられるも
のではない。

見た目や話し方では分からない当事者も多く、根強い偏見によって
“言えない”のであって、自分の周りに“居ない”のではない。



組織における沈黙の螺旋
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性的マイノリティに
対する差別的言動

性的マイノリティが
孤立を恐れて沈黙する

組織で「いないもの」
とされる

差別的な
性的マジョリティの意見

が強調される

性的マイノティは
沈黙を強いられる 循環過程が

螺旋状に増大

 社会における同調圧力 → 孤立を恐れるマイノリティが沈黙を強いられる
 循環を放置することにより、沈黙が螺旋状に増大する
 沈黙を強いられる性的マイノリティは職場で心理的安全性を感じることができない

(Noelle-Neumann, 1991)

マジョリティがアライとなり、
沈黙の螺旋を断ち切る

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
（図を説明する）
性的マイノリティに対する差別的言動がある職場では、彼らは孤立を恐れて沈黙し、「いないもの」とされます。
すると、ますます性的マジョリティによる差別的な価値観・意見が強調され、差別が増長する。
結果として、性的マイノリティはさらに沈黙を強いられ、「いえない」状況になる。 

この循環過程が、螺旋状に増大していくプロセスを、沈黙の螺旋という。

このような沈黙の螺旋が生じている職場では、マイノリティの社員は心理的安全性を感じることができません。�心理的安全性を感じることができなければ、職場で自由に発言したり、良好な人間関係を構築することができず、その職場で働き続けたいという意思にマイナスに影響する。
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LGBTアライの存在意義
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企業におけるLGBT施策

LGBTなど性的マイノリティのことを理解し、支援しようと行動する人。
英語で同盟、支援者を意味する「Ally」が語源。

アライとは、LGBTに対する理解と支援の意思を自発的に表明している
個人を示すため、当人のセクシュアリティは関係ない。
(Ji, P., Du Bois, S. N., & Finnessy, P. 2009)
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職場におけるアライの行動

知る
 マイノリティに関するイベントに参加したり、本や記事を読んで勉強する
 ＮＧワードを使わないようにする
例）ホモ、オネエ、オカマ、レズ、両刀使い、ニューハーフ

 性別を特定しない言葉を使う （初対面で注意！、どう呼んでほしいか聞く）

知ってもらう
 「アライ」であることを周囲に知ってもらう

行動する
 誤解やからかうような言動を指摘する
 周りの人に性的マイノリティについて話しをする
 男女の区分けを見直す
 アウティングに注意！
本人の許可なくセクシュアリティについて他者に開示しない

言い換えことば集
彼、彼女 パートナー、付き合ってい

る人

旦那様、奥様 家族の方、お連れの方
君、ちゃん さん
He、She 名前で表記、ze、they
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職場におけるアライの強み

企業文化を変え、LGBTにポジティブな職場環境を作るために、
アライの存在は重要！

アライは自分の声の力に気づき、行動する必要がある

 誤った認識や、誤解をまねく発言などの差別を客観的に正すことができる

 職場でカミングアウトしていない当事者のニーズや課題を代弁できる

 LGBTが働きやすい制度や理解を促進する施策を取り入れることができる



アライの存在意義に関する先行研究
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LGBTの社員の勤続意欲を向上させる重要な要因
• 組織の中で性的マイノリティであることが受容される
• 性的マイノリティであることが雇用の継続と評価を脅かさない
• 他の社員と同等の権利と利益が認められる公平性がある
• 職場にアライが存在する
(Brooks & Edwards, 2009)

米国の職場における調査では、差別を受ける不安なく、自らのセクシュア
リティを隠さずに会話する頻度が高いほど、LGBT当事者のエンゲージメ
ントが高まる
(Day & Schoenrade, 1997)

アライは差別的行為の是正や平等の権利の代弁者として活動するなど、
LGBTの人々が直面する問題に対して多くの役割を担うことができる貴重な
人材である
(Ji, P., Du Bois, S. N., & Finnessy, P. 2009)

アライの存在はLGBTの従業員の職務満足度を向上する効果がある
(Ellis & Riggle,1995)
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職場にアライが存在する効果は？
 アライがいる職場の方が、勤続意欲の高いLGBT当事者の比率が高い（13.5%ポイント）
 アライがいない職場の方が、勤続意欲の低いLGBT当事者の比率が高い（8.7%ポイント）
 アライの存在はLGBT当事者の勤続意欲を向上させる

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

いない

いる

アライの存在 x LGBT当事者の勤続意欲

1
2
3
4
5

注）** p<.01, n=1,606
特定非営利活動法人 虹色ダイバーシティと国際基督教大学ジェンダー研究センターによる「LGBTに関する職場環境アンケート2016」の
調査結果を使用し、筆者により分析1



アライの存在効果を他の要因と比較すると？
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 LGBT当事者にとって、差別的言動の効果はアライの存在の効果よりも大きい
 LGBT支援施策の数は、アライの存在の効果とほぼ同じ
 アライの存在とLGBT支援施策の数は、差別的言動により低下するLGBT当事者の勤続意欲
を和らげる

注）*P<.05, ** p<.01, *** p<.001, n=1,606

←LGBTに対する差別的言動は
勤続意欲を下げる

←アライの存在はLGBT当事者の
勤続意欲を高める

←LGBT支援施策数は勤続意欲を
高める

特定非営利活動法人 虹色ダイバーシティと国際基督教大学ジェンダー研究センターによる「LGBTに関する職場環境アンケート2016」の
調査結果を使用し、筆者により分析1

LGBT支援施策

教育年数

年収

年代

差別的言動

アライの存在

LGBT当事者の
勤続意欲

0.081**

–0.103***

0.113***

0.016

0.114***

–0.082**

0.111**

労働時間

正社員
0.0.85**

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
さらに、勤続意欲に影響があると考える変数をコントロールして、差別的言動とアライの存在が勤続意欲に与える影響を重回帰分析で確認したところ、

差別的言動はLGBT当事者と非当事者の勤続意欲を低下させるが、アライの存在はLGBT当事者の勤続意欲の低下を和らげることが確認できた。

ただし、LGBT当事者にとって、差別的な言動の効果は、アライの存在の効果よりも大きいため、企業は差別的言動を防止する施策とともに、アライを育成する施策を導入することが有効だと考える。

また、この分析で分かったのは、LGBT支援施策の数は、LGBT当事者・非当事者に関わらず、勤続意欲を高める効果がある。
LGBT当事者にとっては、施策の数は、アライの存在の効果とほぼ同じ。
これは、企業がLGBTの社員にとって働きやすい職場を醸成しようという会社の姿勢が、勤続意欲にプラスに影響していると考える。

非当事者にとっては、勤続意欲にプラスの影響のある変数の中で、施策の数の効果が最も大きいことがわかる。
これは、LGBT施策が充実している企業では、性別や障害など他の多様性を持つ従業員に対するダイバーシティ推進施策にも力を入れていると考えられる。�そのため、非当事者の勤続意欲にも間接的にプラスに影響していると考える。



研修はアライを育成するか？
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理解度：研修の受講履歴と理解度には有意に差があり、研修受講者の方が理解度が高い。

理解度
平均0 1 2 3 4 5 6 7 8

0 未受講者 n 2 2 2 11 19 21 22 17 6
5.09

% 2.0% 2.0% 2.0% 10.8% 18.6% 20.6% 21.6% 16.7% 5.9%
1 受講者 n 0 0 7 13 26 27 71 62 47

6.04
% 0.0% 0.0% 2.8% 5.1% 10.3% 10.7% 28.1% 24.5% 18.6%

行動度
平均0 1 2 3 4 5 6 7 8 9

0 未受講者 n 60 17 10 7 5 3 0 0 0 0
0.91

% 58.8% 16.7% 9.8% 6.9% 4.9% 2.9% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
1 受講者 n 72 59 53 35 20 8 1 3 2 0

1.71
% 28.5% 23.3% 20.9% 13.8% 7.9% 3.2% 0.4% 1.2% 0.8% 0.0%

行動度：研修の受講履歴と行動度には有意に差があり、研修受講者の方が行動度が高い。

注）* 平均値の差は 0.01水準で有意, 合計n=355, 未受講者n=102, 受講者n=253
国内日系企業と特定非営利活動法人 虹色ダイバーシティとの共同研究として、筆者により分析２

正答率75%

実践度19%

 研修を受講することで理解を促進できるが、研修だけではアライとしての行動を引き出す
効果は十分ではない

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
まず、研修受講者と未受講者の理解度、また行動度に対して、平均の差のt検定を行ったところ、有意に差がありました。

平均値を比較すると、理解度と行動度ともに、研修の未受講者より受講者の方が点数が高いことがわかった。
この結果から、研修を受講することは、アライとして必要とされる知識の理解と行動を促進することが確認でき、仮説③が支持された。
�しかし、研修受講者の理解度の正答率は75%に達したが、行動度の実践率は19%という結果。

これにより、研修を受講することでLGBTの理解を促進できるが、研修だけでは、アライとしての行動を引き出す効果は十分ではない可能性が示唆された。



アライの理解度と行動度への影響は？
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男性

理解度
管理職

クラスルーム
形式

Eラーニング形式

クラスルーム
＋eラーニング

身近な当事者

行動度

周囲の
アライ行動

年代
−0.079

−0.147**

注）*P<.05, ** p<.01, n=1,606
国内日系企業と特定非営利活動法人 虹色ダイバーシティとの共同研究として、筆者により分析２

0.154*

0.214**

0.178**

0.194**

0.057

0.190**

男性

管理職

クラスルーム
形式

Eラーニング形式

クラスルーム
＋eラーニング

身近な当事者

周囲の
アライ行動

年代
−0.065

−0.120*

0.078

0.125*

0.146*

0.307**

0.337**

0.266**

 いずれの研修形態も、アライとして期待される知識の理解度と行動度を高める
 身近な当事者の存在は、行動度に対して影響が最も大きい
 周囲にアライとして行動をしている人の存在は、理解度と行動度にプラスの影響が大きい



企業が導入すべきLGBT支援施策
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差別的言動の効果はアライの存在の
効果よりも大きく、アライはLGBT
当事者の勤続意欲を高める

• 差別禁止施策とアライを育成する研修を同時
に実施

身近なLGBT当事者の存在が行動度
最もを高める

• LGBT当事者を招いた研修や勉強会を実施
• LGBT当事者とアライをつなげる社員ネット
ワークを設立

アライの存在は、LGBT当事者の金
属意欲を高めるだけでなく、周囲の
人の理解度と行動度を向上させる

• 職場でアライを可視化する仕組みを導入

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
これらの分析結果により、企業がLGBT支援施策を導入する際は、

LGBTに対する差別を禁止するための施策と、アライを育成するための研修を同時に実施すること、

アライのロールモデルを可視化する施策を導入すること、

LGBT当事者を身近に感じるために、LGBT当事者の話を直接聞く勉強会の開催、LGBT当事者とアライをつなげる社員ネットワークを設立することが、有効な施策であると提言する。

企業では、アライを職場で可視化する施策として、虹色のアライステッカーや、ネックストラップを社員に配布している事例がある。
このようなステッカーやストラップを身につけることにより、マイノリティへの理解と支援の意思をマジョリティが表明することができる。
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7.6%のLGBT当事者が活躍できる職場にするには、
92.4%がアライになる必要がある。

In order to include 7.6% of LGBT in the workplace, 
92.4% of us need to be Allies. 

参考資料：電通ダイバーシティラボ「LGBT調査2015」
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Appendix



注意事項１：アライの存在意義の分析データ
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特定非営利活動法人 虹色ダイバーシティと国際基督教大学ジェンダー研究センター
による「LGBTに関する職場環境アンケート2016」の調査結果を使用。

 対象者：国内の職場で働いた経験のある正社員、契約社員、非正規雇用、アルバイトの
LGBT当事者、および非当事者

 調査方法：インターネット調査。SNS、およびLGBTイベントや研修で配布するチラシ、虹
色ダイバーシティのクライアントへの協力依頼等で周知

 実施期間：2016年2月14日から3月31日まで45日間
 有効回答者数：2,298人

 分析対象：以下の２つの条件でデータを限定した。
1) 現時点で勤務している
2) 当事者/非当事者に対する職場のアライの影響を分析する

 サンプル数：データ処理の結果、1,606のサンプルデータをもとに、セクシュアリティ、
アライの有無、勤続意欲、LGBTに対する差別的な言動の有無の個票を使用し、本研究の分
析を実施した。

(c) Nijiiro Diversity, Center for Gender Studies at ICU 2016

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
まず、仮説１と２を分析するために、2016年に国内で実施された「LGBTに関する職場環境アンケート」の結果を使用しました。

このアンケートでは、国内の職場で働いた経験のあるLGBT当事者と非当事者が回答しており、職場にアライが存在するか、その職場で働き続けたいかなどを聞いており、この分析では1606のサンプルデータを使用した。



注意事項２：LGBT研修の効果測定の分析データ
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1. 任意のLGBTアンケートの回答者 n=355
• 全従業員がアクセスするイントラネットでアンケートへの協力を依頼
• LGBTのテーマに興味・関心を持っている従業員が答えていると想定する

研修受講歴あり n=253 研修受講歴なし n=102

①クラスルーム形式
n=55

基礎知識と注意点を
LGBT当事者の講師が伝
える研修受講者

②Eラーニング形式
n=130

基礎知識と注意点を伝
えるeラーニング受講者

③クラスルーム＋
eラーニング形式

n=68

両方の研修の受講者

日本の企業で実施されたLGBT研修の受講者と未受講者のLGBTに対する理解度、およびアライ
としての行動を分析、比較することで、LGBT研修がアライを育成する効果を分析した。

調査対象企業
 業種：食料品、製造業
 創業：約70年
 従業員数：約7,000名（単体、女性社員比率14%）

理解度と
行動度を比較

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
この分析には、創業約70年の、国内の食品製造業で実施された、LGBTに関する社員アンケートの結果を使用した。

アンケートの回答の中から、
研修受講者と研修未受講者の回答を対象に、アライとして求められる知識の理解度と行動度を比較した。サンプル数は355。

また、この企業で実施されたLGBT研修には、LGBT当事者の講師が実施するクラスルーム形式と、eラーニング形式がある。
研修形態によって理解度と行動度への影響が変わるか検証した。
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